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第１表 8.3kHz`27500kHz

国 際 分 配（kHz）
国 内 分 配（kHz）

_

無線局の目的

`

周波数の使用に関する条件

a第一地域

\

第二地域

]

第三地域

^

8.3未満 （分配されていない） 8.3未満

J1

5.53 5.54

8.3`9 気象援助 5.54A 5.54B 5.54C 8.3`9 気象援助 J2 公共業務用

一般業務用

9`11.3 気象援助 5.54A 9`11.3 無線航行 公共業務用

無線航行 気象援助 J2 一般業務用

５ 第４欄の脚注で同欄に掲げる無線業務以外の無線業務にも周波数の割当てが可能とされている場
合、その無線業務の無線局の目的についてはその脚注等で特段規定されている場合を除き、以下の
とおりとする。

無線業務 無線局の目的

固定衛星業務 電気通信業務用
衛星間業務 公共業務用
移動衛星業務

航空移動（ＯＲ）業務 公共業務用
航空移動衛星（ＯＲ）業務
標準周波数報時業務
標準周波数報時衛星業務

放送業務 放送用
放送衛星業務

気象援助業務 公共業務用
地球探査衛星業務 一般業務用
気象衛星業務
宇宙研究業務

アマチュア業務 アマチュア業務用
アマチュア衛星業務

上記以外の無線業務 電気通信業務用
（受動業務を除く。） 公共業務用

一般業務用
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７ 実験試験局、臨時かつ一時の目的のための無線局その他電波の公平かつ能率的な利用の確保の観
点から特に必要と認められる無線局には、第３項の規定にかかわらず、周波数を割り当てることが
できる。
８ 実用化試験局に対する周波数の割当ては、実用化試験を行おうとする無線局の実用化時に想定さ
れる無線通信業務、無線局の目的及び周波数の使用に関する条件に従って行うものとする。
第２ 周波数割当表
１ 周波数割当表中の各欄の示す内容は、次のとおりとする。
\ 第１欄から第３欄までは、国際分配（無線通信規則第５条に規定する周波数の分配）を参考情
報として示したものである。

] 第４欄は、国内分配（各周波数帯において、割当てを受けることができる無線局が行う無線業
務）を示す。無線業務に括弧で付加された条件がある場合は、その条件の制限を受けるものとす
る。なお、周波数帯の上限（数値の大きい方）は当該周波数帯に含まれるが、下限（数値の小さ
い方）は当該周波数帯に含まれないこととする。

^ 第１欄から第４欄までに示す無線業務については、次のとおりとする。
ア 名称に下線を付していない無線業務（例：固定）を「一次業務」とし、名称に下線を付して
いる無線業務（例：移動

G G

）を「二次業務」とする。

イ 二次業務の無線局は、次の条件に従って開設することを条件に周波数の割当てを受けること
ができる。
・ 周波数が既に割り当てられ、又は後日割り当てられる一次業務の無線局に有害な混信を生
じさせてはならない。
・ 周波数が既に割り当てられ、又は後日割り当てられる一次業務の無線局からの有害な混信
に対して保護を要求してはならない。

_ 第５欄は、第４欄に定める無線業務の範囲内において、周波数の割当てを受けることができる
無線局の目的を示す。

` 第６欄は、周波数の使用に関する条件を示し、周波数の割当てにおいて、同欄に記載された条
件の制限を受けるものとする。

２ 第４欄に２以上の無線業務が同次の無線業務として記載されている場合、各無線業務の記載の順
序は、相対的な優先順位を示すものではない。
３ 第４欄の脚注に記載された内容は、周波数の割当ての際の制限を示す。
４ 第４欄の周波数の下に示す脚注の参照番号の内容は、その周波数帯全般に係ることを意味し、同
欄の個別の無線業務の名称に続いて示す脚注の参照番号の内容は、その無線業務のみに係ることを
意味する。

６ 第５欄に２以上の無線局の目的が記載されている場合、各無線局の目的の記載の順序は、相対的
な優先順位を示すものではない。
７ 無線局の目的及び周波数の使用に関する条件が、第４欄に記載されている無線業務のうちのいず
れに制限を課しているのかを明確にするために、点線を用いて同欄から第６欄までを適宜分割する
場合がある。
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